
４ 免許申請書の作成  
■ 作成上の共通注意事項  
 ◆ 記入は、黒色のボールペン等（耐水性のもの）で記入する。  
  （鉛筆書きや文字が消えるものは不可）  
 ◆ 文字は正確かつ鮮明に記入し、マス目のあるものは、１マスに１文字の記入とする。 
 ◆ 申請書等の書類は、順番に揃え（１２ページ参照）、正副控え各１部ずつ計３部提  
  出する。副本、控えはコピーで可（土木事務所のコピー機は使用できません）。  
   上記以外に必要な場合、必要な部数を各自、事前に準備してください。  
 ◆ 添付する証明書類は、申請受付日現在で発行日から３か月以内のものを使用する。 

  （身分証明書、登記されていないことの証明書、納税証明書、履歴事項全部証明書、 

  住民票、事務所の写真等）  
 ◆ 法定様式の枚数が不足する場合は、必要枚数をコピーして使用する。  
 ◆ 記入に際して該当事項が無い場合は「該当なし」と記入し、用紙は添付すること。  
 ◆ 記入の誤りを修正する場合は二重線で見え消しした上で修正事項を記載する。  

（修正液、修正テープは不可）    
■ 各面の共通記入要領  

１７ページ～４２ページの「各面の共通記載要領」と、「各種申請書類の作成、記入

要領等」を熟読のうえ、免許申請書を作成すること。  
 ◆ ＊印の欄には記入しないこと。  
 ◆ 各面にある「申請時の免許番号」の欄は、免許換え、更新の場合にのみ現行の免許

番号を記入する。（※新規の場合は記入不要）  
 ◆ 「役名コード」の欄は、下表より該当するものを記入する。  
  ○ 個人の場合は記入しないこと。  
  ○ 法人の場合で、代表取締役が複数存在するときは、申請者である代表者について

第一面に記入し、その他の者については第二面の「役員に関する事項」の欄に記入

する。第二面であっても、代表取締役の役名コードは「01」を記入する。  
  ○ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には、「01」を記入する。  
  ○ 財団法人の代表理事の場合は「07」を記入する。  
  ○ 外国法人の日本における代表については「09」を記入する。                      

   
 01 
 

代表取締役  
（株式会社）  

 05 
 

社員・有限責任社員  

（持分会社）  
 11 
 

相談役  
 

 15 
 

会計参与  
（株式会社）  

 02 
 

取締役  
（株式会社）  

 07 
 

理事  
 

 12 
 

顧問  
 

  
 

 
 

 03 
 

監査役  
（株式会社）  

 08 
 

幹事  
 

 13 
 

代表執行役  
（株式会社）  

 
 

 
 

 04 
 

代表社員・無限責任社員 
（持分会社）  

 09 
 

その他  
 

 14 
 

執行役  
（株式会社）  

 
 

 
 

 ◆ 「登録番号」の欄は、取引士の登録番号を記入する。取引士の登録をしている者は、

専任の取引士でなくても必ず記入すること。  
 ◆ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで氏と名の間に１文字分空けて記入する。  
 ◆ 「生年月日」の欄は、最初の□には下表により該当する元号のコードを記入すると

ともに、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入する。  
 

 （記入例）  S  ３  ８  年  ０  ６  月  ３  ０  日  Ｍ  明治  Ｔ  大正  
           〔昭和３８年６月３０日の場合〕  
  

Ｓ  昭和  Ｈ  平成  
Ｒ  令和    
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■ 各申請書類の作成、記入要領等  

順 序 書 類 の 名 称 と 記 入 要 領 等 の 説 明 

 

１－① 免 許 申 請 書（第 一 面） 

◆ 「申請者」の欄の記入について  
 ○ 法人申請の場合、商号、主たる事務所の所在地、代表取締役の氏名は、履歴事 

  項全部証明書に記載された商号、本店所在地（実際に事務所がある所在地と一致 

  していること）、代表取締役の氏名と一致させて記入する。  
 ※ 事務所の所在地で、事務所がビル内等にある場合は、履歴事項全部証明書に記 

  載がなくても、必ずビル名、階層、棟番号、部屋番号まで記入すること。  
 ○ 個人申請の場合は、名称、郵便番号、事務所の所在地、氏名を記入する。  
 ○ 電話番号（携帯電話は不可）を必ず記入する。ＦＡＸを使用する場合はＦＡＸ

番号も記入する。  
 ※ 自宅等の電話番号とは別に事務所専用の電話番号が必要です。  
◆ 「免許の種類」の欄は、該当する番号を記入する。  
◆ 「免許換え後の免許権者コード」の欄は、「免許の種類」において「２」を記入 

した場合にのみ、大分県「44」を記入する。  
◆ 「（有効期間： 年 月 日～ 年 月 日）」の欄は、免許換え及び更新の申 

請の場合にのみ、申請日現在の免許の有効期間を記入する。  
◆ 項番１１  ◎商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで 

１マス１文字で記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、 

「商号又は名称」の欄も、上段から左詰めで記入する。  
◆ 項番１３「兼業コード」の欄は、下表より該当する事業のコードを記入し、業種 

名も記入する。  
  宅地建物取引業以外に行っている事業が無い場合は「50」を記入する。  
 
 
 
 
 

01 農  業  05 建 設 業  08 運輸･通信業  11 不動産賃貸業   
 
 
 

02 林  業  06 製 造 業  09
 

 
卸業･小売業、  
飲 食 業  

12 不動産管理業  
03 漁  業  07

 

 
電 気 ･ガ ス ･熱

供給･水道業  
13 サービス業  

04 鉱  業  10 金融･保険業  14 そ の 他  
◆ 「所属団体コード」の欄は、下表より該当する所属団体コードを記入し、団体名、 

加入年月日も記入する。なお、所属している不動産業関係業界団体がない場合には 

「50」を記入する。  
 
 01 （一社）マンション管理業協会  09 

 
（一社）日本ビルヂング協会連合会の会

員である各協会  02 （一社）全 国 住 宅 産 業 協 会  
03 

 
（一社）全国住宅宅地協会連合会の会員

である各協会  
10 （一社）不 動 産 協 会  
11 （一社）不 動 産 流 通 経 営 協 会  

04 
 
 
 

（公社）全国宅地建物取引業協会連合  
会の会員である各協会  
→（公社）大分県宅地建物取引業協会  
 「はと」のマーク  

12  そ  の  他  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

05 
 
 

（公社）全 日 本 不 動 産 協 会  
→（公社）全日本不動産協会大分県本部 

 「うさぎ」のマーク  
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     別記様式第一号（第一条関係                                （Ａ４） 

１ １ ０ 

免 許 申 請 書 
（第一面） 

宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。 
         この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 
                  令和○年 ○月 ×日 
           地 方 整 備 局 長 
           北 海 道 開 発 局 長  殿 
      大 分 県 知 事 
                                         申請者 商 号 又 は 名 称  株式会社 大手町不動産 
                                             郵 便 番 号  （８７０）－８５０１ 
                                             主 た る 事 務 所 の   大分県大分市大手町３丁目１番１号 
                                             所 在 地   ○○ビル△階××号室 
                                              
                                             氏 名   代表取締役     大分 太郎      
                                             （法人にあつては、代表者の氏名）                      
                                             電 話 番 号   （ ０９７ ）５３６ － １１１１ 
                                                 ファクシミリ番号  （ ０９７ ）５０６ －  １７７９    
             受付番号        受付年月日         申請時の免許証番号                          

               ４ ４ （ ３ ）   ９ ９ ９ ９  
                              （有効期間：令和○年○月×日～令和○年○月×日）  
       免許の          免許換え後の    ＊ 免許証番号 

        種類    1.新規      免許権者コード 

国土交通大臣 （  ） 第    号 
       知事 

 

           ３     2.免許換え新規→ 

             3､更新 

       ＊ 免許年月日        年    月    日 
  ＊ 有効期限        年    月    日から 

       年    月    日まで 
    項番 ◎商号又は名称                                                                                   
     11 

フリガナ 
カ フ   シ キ カ   イ シ ャ  オ オ テ マ チ フ ト   ウ 法人・個人の別 

１.法人 
２.個人  

        確認欄 

サ ン                   
商号又は 
名  称 

株 式 会 社  大 手 町 不 動 産          
                    

                                                                                                          
                                                                                                               
          ◎ 代表者又は個人に関する事項 
      12 役員コード ０ １  登録番号 ４ ４  ０ １ １ １ １ １                  

       
       確認欄 

フ リ ガ ナ オ オ イ タ  タ ロ ウ             
氏 名 大 分  太 郎                
生 年 月 日 S  ２ １ 年 ０ ３ 月 ０ ３ 日                     

                                                                                               
  ◎宅地建物取引業以外に行っている事業      ◎所属している不動産業関係業界団体がある場合にはその名称    

          がある場合にはその種類                      
   13 

兼
業
コ 
｜ 
ド 

０ ５  建設業 所 

属 

団 

体 

コ 

ー 

ド 

０ ４ 
（公社）大分県宅地建           

物取引業協会   （加入：H○年○月○日） 

１ ２  不動産管理業     （加入： 年 月 日）       

        （加入：  年 月 日）            

     
（加入：  年 月 日）    確認欄  

    億 千万 百万 
３ 

十万 
０ 

万 
０ 

千 
０ 

    
（加入： 年 月 日）  

 

○履歴事項全部証明書の表記どおり 
なお、ビル名等、片書があれば、

必ず「ビル名、階層、棟番号、室

番号」まで記入すること 

○個人の場合は住民票の表記どおり 

事務所専用の電話番号  
携帯電話不可 

兼業コード表参照。 兼業がな

い場合は「50」を記入 所属団体コード、団体名、加入
年月日を記入   
新規の場合及び所属団体がな
い場合は「50」を記入 

代表者が複数人の法人は、宅建業の

代表となる者を記入 
宅建士の場合は登録番号を記入 

＊ 

＊ 

＊ 

◎資本金（千円） 
＊ 

＊ 

加入した年月日を記入 

１ 
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 順 序 書 類 の 名 称 と 記 入 要 領 等 の 説 明 
 

１－② 免 許 申 請 書（ 第 二 面 ）【 法 人 申 請 の み 】 
 
◆ 第二面は、法人申請の場合のみ記入する。 
◆ 項番２１ ◎役員に関する事項の欄は、第一面で項番１２ に代表者として記入した者は、記入しない。※但し、

第一面で、代表者が代表取締役（理事長）の場合は第二面に取締役（理事）としても記入。 宅建業の代表者でない代表
取締役は、第二面に代表取締役として記入すること。 
「履歴事項全部証明書」の役員欄と必ず照合し、一致していることを確認のうえ記入する。 

※ 一枚に書ききれない場合は、用紙をコピーし追加記入する。（当該面の次に添付する。） 
 

 
       【（第二面）記入例】 

（第二面） 
 

１ ２ ０ 
                     受付番号             申請時の免許証番号                                    

       ４ ４ （３）   ９ ９ ９ ９  

         
             項 番   ◎ 役 員 に 関 す る 事 項 （ 法 人 の 場 合 ）        
  
 21    役 名 コ ー ド ０ ２  登録番号 ４ ４  ０ １ １ １ １ １           

        
確認欄 

   フ リ ガ ナ オ オ イ タ  タ ロ ウ             

  氏 名 大 分  太 郎                

生 年 月 日 S  ２ １ 年 ０ ３ 月 ０ ３                             

                                                                                                  
  

21    役 名 コ ー ド ０ ２  登録番号                    
        
確認欄 

 

 

 

  フ リ ガ ナ オ オ イ タ  ハ ナ コ             

  氏 名 大 分  花 子                

生 年 月 日 S  ３ ５ 年 １ ２ 月 １ １ 日                                

                                                                                                               
                                                                                                           

21    役 名 コ ー ド ０ ２            登録番号                    
        
確認欄 

 

 

 

  フ リ ガ ナ オ オ イ タ  イ チ ロ ウ            

  氏 名 大 分  一 郎                

生 年 月 日 H  ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ １ 日                                  

 

21    役 名 コ ー ド ０ ３            登録番号                    
        
確認欄 

 

 

 

  フ リ ガ ナ ヘ   ッ フ °  シ ロ ウ            

  氏 名 別 府  四 郎                

生 年 月 日 S  ４ ３ 年 ０ ９ 月 ０ ９ 日                                  

                                                                                                                

宅建士の場合は登録番号

を記入 

第一面で、代表者が代表取締役

（理事長）の場合は第二面に取

締役（理事）としても記入   

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 
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 順 序  書 類 の 名 称 と 記 入 要 領 等 の 説 明 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 
 

１－③④ 免 許 申 請 書（ 第 三 面、 第 四 面 ） 

◆ 第三面、第四面は項番３０ の事務所ごとに作成する。 
◆ 項番３０ 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入する。 
◆ 「事務所の名称」の欄は、履歴事項全部証明書の商号、名称を記入せず「本店、○○支店、○○営 業所、○○

事務所」等と記入する。 
◆ 項番３１ ◎事務所に関する事項のうち、「所在地」は「履歴事項全部証明書」に記載された所在地と一致させ

る。「従事する者の数」は、２９ページの「従事する者の名簿」の数と一致させ、右詰めで記入すること。 
◆ 項番４１ ◎専任の宅地建物取引士に関する事項について 
 ○ 一つの事務所に専任の宅地建物取引士が複数いる場合は、２人目以降を第四面に記入する。 
◆ 第四面は、項番３０ の事務所ごとに作成すること。 
 ※ 一枚に書ききれない場合は、用紙をコピーし追加記入する。（当該面の次に添付する。）  

 
       【（第三面）記入例】 

（第三面） 
         

１ ３ ０ 
                      受付番号       申請時の免許証番号                                           

       ４ ４ （ ３ ） ０ ０ ９ ９ ９ ９                              
                          

              項番                                                                                         
 

30  事 務 所 の 別 １ １.主たる事務所 ２.従たる事務所    事務所コード 
    

事務所の名称 本 店                
                                                                                                
                ◎事務所に関する事項                                                                    

31  

 

郵 便 番 号 ８ ７ ０  ８ ５ ０ １                                     

 所 在 地 市 区 町 村 コ ー ド ４ ４ ２ ０ １ １  大分 都道府○県   大分  ○市郡区    区町村 

 

所 在 地 
大 手 町 ３ 丁 目 １ 番 １ 号             

            
    

確認欄                        

電 話 番 号 ０ ９ ７ − ５ ３ ６ − １ １ １ １   

従事する者の数    ３  
                                                                
          ◎政令第２条の２で定める使用人に関する事項 

32   登 録 番 号                                               

 

フ リ ガ ナ                        
 
 

確認欄  氏 名                     

 生 年 月 日     年   月  日 
                                                                                                           
                   ◎専任の宅地建物取引士に関する事項                                                      

41  登 録 番 号 ４ ４  ０ １ １ １ １ １      
 フ リ ガ ナ オオイタ タロウ           

 確認欄    
           氏 名 大分 太郎 

 生 年 月 日 S  ２ １ 年 ０ ３ 月 ０ ３ 日 
 

主たる事務所は 本店 と記入 
従たる事務所は 支店名 を記入 
※商号、屋号は記入しない 

「従事する者の数」は、Ｐ２６～

２７の「宅地建物取引業に従事す

る者の名簿」の人数と一致 

代表者が事務所に常勤できないと

きは、代表権行使を委任した宅地

建物取引業法施行令第２条の２で

定める使用人を記入 
＊ 

＊ 

＊ 
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順 序 書 類 の 名 称 と 記 入 要 領 等 の 説 明 

 

１－⑤ 免 許 申 請 書（ 第 五 面 ） 〔証紙貼り付け欄〕 

◆ ３万３千円分の大分県収入証紙を購入し貼り付ける。※収入印紙ではありません！ 

 
     ◆第５面の記入例 

（第五面） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
                    登録免許税納付書・領収証書、収入印紙又は証紙はり付け欄 
 

（消印してはならない） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
大分県収入証紙 33,000 円 

 
・収入印紙ではありません！ 
 
・申請を取下げた場合や、審査の結果免許出来なかった場合には、貼付し
た大分県収入証紙はお返しできませんので、ご了承ください。 
 
・販売場所等については県 HP「大分県収入証紙について」を確認してく
ださい。 
 

https://www.pref.oita.jp/soshiki/20100/syuunyuusyousi.html 
 ※土木事務所でも販売しています。 
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順 序  書 類 の 名 称 と 記 入 要 領 等 の 説 明 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

２ 相談役及び顧問、５％以上の株主・出資者の名簿『添付書類（６)』（第一面、第二面） 
【法人申請のみ】   

◆ 第一面、第二面ともに法人申請の場合のみ記入する。 
 ○ 第一面（相談役、顧問の欄） 
    該当する者がいない場合は、右上の余白部分に「該当無し」と記入する。 
 ○ 第二面（５％以上の株主、出資者等の名簿） 
    株主が法人の場合、住所又は所在地としてその法人の本店所在地を記入する。（生年月日は 
    記入不要） 

 

３ 身分証明書（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、政令使用人、相談役、顧問、
理事、監事） 

◆ 本籍地の市区町村が発行する「成年被後見人及び被保佐人とみなされる者ではない。」（禁治 
産者、準禁治産者の宣告の通知は受けていないと表示されている。）及び「破産者に該当しない 
という証明。発行日から３か月以内のもの。 

 ○ 日本在住の外国人の場合 
   「住民票」（国籍等、在留資格、在留期間、在留期間満了日及び在留カード番号の記載があ 
   るもの）を添付する。（発行日から３か月以内のもの） 
 ○ 未成年者の場合 
   本人の「身分証明書」「略歴書」のほか、法定代理人の商行為に対する許可書及び続柄のわ 
   かる身分証明書を添付すること。また、法定代理人が役員に含まれていない場合で法定代理人 
   の商行為に対する許可書が添付できない場合は、法定代理人についても「身分証明書」「登記 
   されていないことの証明書」「略歴書」の添付が必要である。 

 

４ 登記されていないことの証明書（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、政令使
用人、相談役、顧問、理事、監事） 

◆ 法務局で発行する、「成年被後見人及び被保佐人とする記録がない」ことの証明書。 
  発行日から３か月以内のもの。日本在住の外国人の場合も添付が必要。 
  未成年者の場合は、法定代理人についても添付が必要である。 
 ○ 窓口での発行先 
    大分市荷揚町７番５号 大分法務総合庁舎 
      大分地方法務局 戸籍課   ℡097-532-3161（代表） 
 

○ 郵送での発行先 
    東京都千代田区九段南１－１－１５（九段第２合同庁舎）４階 
     東京法務局 民事行政部 後見登録課   ℡03-5213-1234（代表） 

 

５  代 表 者 の 住 民 票  【 個 人 申 請 の み 】 

◆ 発行日から３か月以内のもの。 
 

６ 
略歴書（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、専任の取引士、政令使用人、相談

役、顧問、理事、監事）  
『添付書類(３)』※役職が専任の宅地建物取引士のみの場合は『添付書類(８)』を使用 

◆ 「職名」の欄は、「履歴事項全部証明書」による役名、専任の取引士の別を記入する。 
◆ 「登録番号」の欄は、取引士の資格を有する者は、専任でない場合も必ず登録番号を記入する。 
◆ 「職歴」の欄の記入について 
 ○ 宅地建物取引業以外の業種に従事した場合も、勤務した法人等の商号（会社名）及び職務内 
  容を記入し、申請する法人の役員、代表者、政令使用人及び専任の取引士就任日も現在に至る 
  まで正確かつ詳細に記入する。 
  ○ 「期間」の欄は、「就職」又は「退職」の年月日を必ず記入する。 
 ○ 他の法人の役員又は従業者、国又は地方公共団体の特別職（議員、消防団員など）、建設業 
  法上の専任技術者、建築士法上の管理建築士、行政書士、司法書士、土地家屋調査士などを兼 
  務（兼業）する場合、その全てを略歴書に記入する。 
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      ◆「略歴書」の記入例（役職が専任の宅地建物取引士のみの場合以外に使用） 

 
 
 

（Ａ４）    
添 付 書 類 （３） 

         
略  歴  書 

 

（フリガナ） 
氏    名 

 オオイタ  タロウ 
  大 分  太 郎 

職    名 代表取締役、専任の宅地建物取引士 
（常勤又は非常勤） 登録番号  ４４ − １１１１１ 

職     歴 
 

 

期     間 従 事 し た 職 務 内 容 

自昭和４３年 ４月 １日 
至  ４９年 ９月３０日 

 
大分商会㈱勤務 営業 

自昭和４９年１０月 １日 
至  ５３年 ３月３１日 大分不動産販売㈱  代表取締役 

自昭和５３年 ４月 １日 
至  ６１年１０月３１日 豊後興産㈱     監査役（非常勤） 

自昭和５５年 ４月 １日 
至    年  月  日 ㈱別府不動産    取締役（非常勤） 

自昭和６１年１２月 １日 
至    年  月  日 ㈱大手町興産設立 代表取締役就任 

自平成 ２年 ４月 １日 
至    年  月  日 

 
㈱大手町不動産に商号変更 

自令和 元年 ５月 １日 
至    年  月  日 

同社専任の宅地建物取引士に就任 現在
に至る 

自    年  月  日 
至    年  月  日 

 

        上記のとおり相違ありません。 
         令和 ○ 年 ○ 月 × 日                                                       
                             氏 名  大分 太郎          
                                                                                                          
      （記載上の注意）                                                              
     １ 記載を要する者 
        法人の場合は、申請者、役員（監査役を含む。）、政令使用人、相談役、顧問及び専任の取引士である。 
        個人の場合は、申請者、政令使用人及び専任の宅地建物取引士である。 
     ２  「職歴」の欄は、詳細に記載すること。 

３  用紙に記入しきれない場合は、コピーをして複数枚に記入すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

代表取締役、取締役などの役職名と政令

使用人、専任の宅地建物取引士など宅建

業法上の職名を全て記入 
宅建業の事務所への常勤、非常勤の別を

記入 

他法人の役員、従業者
であれば、常勤・非常
勤の別まで記載 

役員、代表者、政令使用人及び専任の

取引士就任日も記入 

職務内容を記入 
営業、事務、専任技術者、
土地家屋調査士等 
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      ◆「略歴書」の記入例（役職が専任の宅地建物取引士のみの場合に使用） 

 
 
 

（Ａ４）    
添 付 書 類 （８） 

         
略  歴  書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
住    所 

 

   
大分市府内町１−２−３ 
                    電話番号（ ０９７ ）５００ －○×○× 

（フリガナ） 
氏    名 

 オオイタ  タロウ 
  大 分  太 郎 

生年月日 昭和２１ 年  ３月 ３日 

職    名 専 任 の 宅 地 建 物 取 引 士 
（常勤） 登録番号  ４４ − １１１１１ 

職     歴 
 

 

期     間 従 事 し た 職 務 内 容 

自昭和４３年 ４月 １日 
至  ４９年 ９月３０日 

 
大分商会㈱勤務 営業 

自昭和４９年１０月 １日 
至  ５３年 ３月３１日 

 
大分不動産販売㈱  代表取締役 

自昭和５３年 ４月 １日 
至  ６１年１０月３１日 豊後興産㈱ 監査役（非常勤） 

自昭和５５年 ４月 １日 
至    年  月  日 ㈱別府不動産 取締役（非常勤） 

自令和元 年 ５月 １日 
至    年  月  日 

㈱大手町不動産専任の宅地建物取引士に
就任 現在に至る 

自    年  月  日 
至    年  月  日 

 
 

自    年  月  日 
至    年  月  日  

自    年  月  日 
至    年  月  日  

        上記のとおり相違ありません。 
         令和 ○ 年 ○ 月 × 日                                                       
                             氏 名  大分 太郎          
                                                                                                          
      （記載上の注意）                                                              
     １ 記載を要する者 
        役職が専任の宅地建物取引士のみの場合はこちらの様式を使用すること 
。    ２  「職歴」の欄は、詳細に記載すること。 

３  用紙に記入しきれない場合は、コピーをして複数枚に記入すること。 
 

専任の宅地建物取引士と職名、常勤であ

ることを記入 
 

他法人の役員、従業者
であれば、常勤・非常
勤の別まで記載 

専任の取引士就任日も記入 

退職・退任したものは、
下段に日付を記入 

居所があれば住所と併記（居所

を証明する書類が必要） 

職務内容を記入 
営業、事務、専任技術者、
土地家屋調査士等 
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 ◆「委任状」の記入例 

 
 
 

委 任 状 
 
 

 私は、政令第２条の２で定める   株式会社 ○○○○     の 
 
 
使用人を、 ◇◇ ◇◇  とし、宅地建物取引業に関する契約締結権限 
 
 
の一切を委任します。 
 
                                                   

   年   月   日  
 
 
 
 
                                    

住   所                    
商   号                    
代表者氏名                    

使用人になる者の 
名前を記入 

委任状を記入した 
年月日 

本店の場合は商号を記入 
支店の場合は商号＋支店名を記入 
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順 序  書 類 の 名 称 と 記 入 要 領 等 の 説 明 

 

 
 
 
 
 

７ 代表者等の連絡先に関する調書『添付書類（９)』 
   

 ○ 「添付書類（３）」略歴書を作成した者（代表取締役、取締役、監査役、執行役、政令使用人、 
   相談役、顧問の全員）について、この様式に氏名、住所、電話番号を記入すること 
 〇 上記について変更の届をしようとするときは、その届出に係る者についてのみ作成すること 

 
（Ａ４）    

添 付 書 類 （９） 
         

代表者等の連絡先に関する調書 

 

免許を受けようとする者（法人である場合においては、その役員） 

（フリガナ） 
氏  名 

住    所 電 話 番 号 

オオイタ タロウ 

大分 太郎 
大分市府内町１−２−３ ０９７－５００－〇×〇× 

オオイタ ハナコ 

大分 花子 
大分市大手町１−２−３ ０９０－５０００－〇〇×× 

オオイタ ジロウ 

大分 次郎 
大分市府内町２−３−４ ０９７－５００－×〇×〇 

  
 

   

   

政令第二条の二で定める使用人 

 （フリガナ） 
氏  名 

住    所 電 話 番 号 

 オオイタ イチロウ 

大分 一郎 
大分市大手町３−２−１ ０９０－５０００－××〇〇 

    

        上記のとおり相違ありません。 
         令和 ○ 年 ○ 月 × 日                                                       
                             氏 名  大分 太郎          
     備 考 
  この書面は、法第九条の規定により法人の役員又は政令第二条の二で定める使用人の変更の届出をしようとする 
  ときは、その届出に係る者についてのみ作成すること。 
 
 

個人の住所、連絡先を記載すること 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

８  専 任 の 宅 地 建 物 取 引 士 設 置 証 明 書 『 添 付 書 類 (４ )』  

◆ 「商号又は名称」「氏名」及び「印」は、免許申請書（第一面）の「申請書」の欄に記入したものと 
同一のものを記入する。 

◆ 「従事する者の数」には、専任の宅地建物取引士も含む。免許申請書（第三面）項番３１の「従事す 
る者の数」と一致させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９  宅地建物取引業に従事する者の名簿『添付書類(１０)』  

 
◆ 「宅地建物取引業に従事する者」とは、宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方「第三十一条の

三第一項関係 ２業務に従事する者の範囲について（規則第十五条の五の三関係）」を参照のこと。 
 ○代表者（非常勤を除く） 
 ○営業に従事する者 
 ○常勤の役員 
  非常勤の役員、監査役は該当しない。 
 ○宅地建物取引業に係る一般管理部門に所属する者（総務・経理担当者等） 
 ○補助的な事務に従事する者 
 ○他の業種と兼業している場合は、宅建業に従事している者についてのみ記入する。 
 
◆ 「氏名」の欄は、１マス１文字として漢字で記入し、姓と名前の間は１マスあける。 
◆ 「従業者証明書番号」は以下の要領に従って記入する。 
  
 ○新規免許の場合 

 

 

 

【例】新規免許申請が令和５年１月 
  Ａさん・・・令和５年    １月申請 
 
         ２０２３    ０１       【２３０１＊＊】となる。 
 
 ① 申請する年（西暦）の下２けたと月の２けたを従業者証明書番号の頭にする。 
 ② 右上番号中の＊＊の部分は任意に決める。 

 
 ○更新免許の場合 
  ・従業者証明書及び従業者名簿（P43参照）に記載している従業者証明書番号を記入する。 
  ・新規免許申請時に決めた番号は変更せず、免許取得後に従業者が雇用された（宅建業に 
   従事した）場合は下記の要領に従って決める。 
 

 

 
【例】 
  Ｂさん・・・平成２６年    ９月従事 
 
         ２０１４    ０９       【１４０９＊＊】となる。 
 

① 免許取得後、従業者が雇用された（宅建業に従事した）年（西暦）の下２けたと月の２けた
を従業者証明書番号の頭にする。 

②  右上番号中の＊＊の部分は任意に決める。 
 

◆ 免許換の場合 従前の番号をそのまま使用する。 
 ○ 「主たる職務内容」の欄は、下記の要領にしたがって記入する。 
  ・代表取締役      － 代表者 
  ・専任の取引士     － 専任 
  ・政令使用人      － 使用人 
  ・その他の者      － 総務、人事、営業、経理、財務、営業事務、企画など。 
 
◆ 「専任の宅地建物取引士であるか否かの別」の欄の記入について 
  専任の取引士の場合は次ページの記入例のように○印を記入し、その横に登録番号も記入する。 
  また、専任の取引士でなくても宅地建物取引士の資格を有する者は、その登録番号を記入する。 
 
◆ この用紙は事務所ごとに作成する。 
 ※ １枚に書ききれない場合は、用紙をコピーし追加記入する。（当該面の次に添付する。） 
 

28



 
      「宅地建物取引業に従事する者の名簿」の記入例                                           （Ａ４） 
                  添 付 書 類 （１０）   １ ７ ０        

                                                                                                     
宅地建物取引業に従事する者の名簿 

                                                                                             
         受付番号       申請時の免許証番号                      事務所コード 

       ４ ４ （ ３ ） ０ ０ ９ ９ ９ ９     

                                                                                          
      事務所の名称         本 店                                             
            従事 する者      ６       名 うち専任の宅地建物取引士   ２   名    
                                                                                    
   項番 

                  業 務 に 従 事 す る 者 

 

氏      名 生 年 月 日 性  別 
従業者証 
明書番号 

主たる 
職務内容 

宅地建物取引士で 
あるか否かの別 

大分  太郎      Ｓ ２ １ ０ ３ ０ ３ ○1  男 2．女 861201 代表・専任 ○［(大分）11111］ 

大分  花子      Ｓ ３ ５ １ ２ １ １ １ 男 ○2   女 920402 取締役   ［      ］ 

日田  天男      Ｓ ４ ０ １ １ １ １ ○1   男 2．女 920403 経理   ［     ］ 

別府  勝       Ｓ ３ ５ ０ １ ０ １ ○1   男 2．女 920404 営業 ○［(大分）99999］ 

中津  諭吉      Ｓ ３ ０ １ ２ １ ２ ○1   男 2．女 920405 企画   ［(大分）55555］ 

日田  天男      Ｓ ４ ０ １ １ １ １ ○1  男 2．女 920406 経理   ［     ］ 

                 1．男 2．女     ［     ］ 

                  
1．男 2．女      

［     ］ 

                  
1．男 2．女      

［     ］ 

                  
1．男 2．女      

［     ］ 

                  
1．男 2．女      

［     ］ 

               
［     ］ 

                                                  確認欄 
＊    

 

１０ 履歴事項全部証明書【法人申請のみ】（現在事項全部証明書は不可） 

 
◆ 法人で免許を申請する場合のみ添付する。 
◆ 本店（主たる事務所）所在地の法務局で発行されるもので、発行日から３か月以内のもの。 
◆ 登記事項は、現在の内容と全て一致していることが必要。 
 ※ 更新免許申請の際、登記事項と現在の内容が一致していない場合で、４７又は４８ページの変更

届出事項に該当する場合は、必ず変更届を提出する。（４９ページ以降を参照。） 
 ※ 登記事項が現在の内容と変わっている場合は、申請前に変更登記を完了させること。 
◆ 実際に事務所のある場所と登記上の本店所在地が一致していることが必要 
◆ 農業協同組合等、代表者以外の役員の登記を必要としない法人の場合は、「履歴事項全部証明書」

のほか「役員の選出についての会議の議事録の写し」、関連する「理事会等の議事録の写し」等を添
付する（役員全員、申請書等に記載する） 

 ※ 議事録の写しについては、代表者の原本証明有無に関わらず、申請書提出の際に「議事録の原  
本」も持参のうえ、受付職員の原本照合が必要になります。 

   確認用（チェック用）に「現役員名簿（様式は問わない。既存作成分で可）」をお願いします。 
 

＊ ＊ 

申請する宅建業者に従業者が雇用

された（宅建業に従事した）年（新

規の場合は申請する年）の西暦下

２けたと月の２けた＋任意に決め

る２けたの数字 

専任の取引士には○印を付

け登録番号を記入 
専任の取引士でない取引士

は登録番号のみを記入 

61 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

10 

9 

11 

添付書類３と同じ人数 

 

主たる事務所は 本店 と記入 
従たる事務所は 支店名 を記入 
※商号、屋号は記入しない 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１１ 宅 地 建 物 取 引 業 経 歴 書『添付書類(１)』 

 
（第一面） 
 
１．事業の沿革 
 
◆ 「最初の免許」の欄について 
 ○ 新規免許の場合 － 「新規」と記入する。 
 ○ 更新免許の場合 － 新規の免許を取得した、当初の免許年月日と免許権者名（「大分県知 
            事免許」）を記入する。免許年月日とは、有効期間開始日の前日を指す。 
            （例：平成２７年４月１０日～令和２年４月９日免許の場合は、平成 
            ２７年４月９日が免許年月日） 
 ○ 免許換えの場合 － 免許換え前の「免許取得年月日」と併せて「免許換え」と記入する。 
 
◆ 「組織変更」の欄は、合併又は商号、名称の変更について記入する。 
 ○ 過去に宅地建物取引業の免許を取得していた場合 
           － その免許が失効した年月日、「免許切れ」又は「廃業」などの事由、 
            免許権者、免許証番号等を記入する。 
 ○ 免許換えの場合 － 免許換え前の免許権者名と免許証番号を記入する。 
 
 
２．事業の実績  
 
◆ 新規免許申請の場合は記入しない。 
 
◆ 更新免許申請の場合                           
             法人：定款に定めている事業年度による直前５か年分を記入。 
 ○ 期間の欄について 
                         個人：暦年（１月１日～１２月３１日）に合わせ直前５か年分を記入 
                する。 
 
 ※ 今回添付する納税証明書の決算期までの５か年分を記入する。 
   初めての更新の場合、初年度の期間は「免許の有効期間開始日～直後の決算日」となる。 
   実績がなければ、当該年度毎に合計欄に「０（ゼロ）」を記入する。 
  
◆ 「イ．代理又は媒介の実績」の欄は、売買、賃貸等の媒介について、その手数料と件数を記入 

する。 
  ○ 「売買・交換」について、「件数」「手数料」の欄は、点線の上段に売買実績、下段に交換 
    実績を記入し、「価額」の欄は代理又は媒介した契約の契約金額の合計を記入する。 
 
  ○ マンションは、「売買・交換」については「宅地及び建物」に、「賃貸」については「建物」 
    欄に計上する。 
 
  ○ 金額の単位は全て千円単位で記入する。 
 
（第二面） 
 
◆ 「ロ．売買・交換の実績」 
  記入方法は（第一面）と同じ。該当がない場合も必ず「該当なし」と記載し、添付する。 
 
 

※その他、実績額の記載方法は「決算書」に合わせること。 
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    「宅地建物取引業経歴書」（第一面）記入例 
 
     様式第二号（第一条の二関係）                                （Ａ４）

添 付 書 類 （１） 
 

（第一面） 
宅 地 建 物 取 引 業 経 歴 書 

      １.事業の沿革 

最初の免許 
 

組    織    変    更 

H○年 ○月○日 H18 年○月○日 R2 年△月△日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 

大分県知事 
㈱大手町興産か
ら㈱大手町不動
産に商号変更 

大分○×○× 
R２年△月△日 

廃業  
  

 
 

       
２.事業の実績     

     イ 代理又は媒介の実績 
 

期  間 
 

22 年 12 月 18 日から 
23 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

23 年 12 月 １日から 
24 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

24 年 12 月 １日から 
25 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

25 年 12 月 １日から 
26 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

26 年 12 月 １日から 
27 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

   種類 
 

内容 

売 買 
・ 

交 換 

 
賃 貸 

 

売 買 
・ 

交 換 

 
賃 貸 

 

売 買 
・ 

交 換 

 
賃 貸 

 

売 買 
・ 

交 換 

 
賃 貸 

 

売 買 
・ 

交 換 

 
賃 貸 

 

宅 
 
 
 

地 

件 数 
（売買） 

 
３ 

 
１ 

 
 

 
５ 

 
（交換） １    

価 額 
（千円） 

   
173,100 

 
 

50,000 
   

 
21,000 

 

手数料 
  4,602 

 
1,560 

 
 

 
5,830 

 
 530    

建 
 
 
 

物 

件 数 
    

１８ 
  

１３ 
 

 
  

２      
価 額 
（千円） 

  
        

手数料 
    

810 
  

693 
 

 
  

31      

宅 
地 
及 
び 
建 
物 

件 数 
   

 
 

 
 

 
 

 
     

価 額 
（千円） 

  
        

手数料 
   

 
 

 
 

 
 

 
     

合 
 
 
 

計 

件 数 
０ 

０ 
３ 

１８ 
１ 

１３ 
０ 

０ 
５ 

２ 
０ １ ０ ０ ０ 

価 額 
（千円） 

   
173,100 

 
 

50,000 
   

 
210,000 

 

手数料 
  4,602 

810 
1,560 

693 
 

 
5,830 

31 
 530    

 
 
 
 
 

初回更新時は免許有効期

限開始日 

免許後に商号変更、法人の合併

などがあった場合に記入 

過去に宅建業免許を取得していた場合に記入 

「廃業」、「免許切れ」、「免許取消し」など 

金額は全て千円

単位で記入 

（税抜） 

実績がなければ、当該年度の合計
欄に「０」と記入 

 

この欄が最新の納税証明

書及び決算書と同じ期間

になる。 
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（第二面） 
          ロ 売買・交換の実績 

    期  間 
 
種 類 

22 年 12 月 18 日から 
23 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

23 年 12 月 １日から 
24 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

24 年 12 月 １日から 
25 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

25 年 12 月 １日から 
26 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

26 年 12 月 １日から 
27 年 11 月 30 日まで 
の１年間 

 
売 

 
 
 
 

却 

宅 
 

地 

件 数      

価 額 
（千円） 

     

建 
 

物 

件 数      

価 額 
（千円） 

     

宅
地
及
び
建
物 

件 数    ５ １ 

価 額 
（千円） 

   ２５０，０００ ８５，０００ 

合 
 

計 

件 数 ０ ０ ０ ５ １ 

価 額 
（千円） 

   ２５０，０００ ８５，０００ 

購 
 
 
 
 

入 

宅 
 

地 

件 数 ５    １ 

価 額 
（千円） 

２００，０００    ３，８００ 

建 
 

物 

件 数  ２    

価 額 
（千円） 

 １００，０００    

宅
地
及
び
建
物 

件 数  １    

価 額 
（千円） 

  
９０，５００ 

   

合 
 

計 

件 数 ５ ３ ０ ０ １ 

価 額 
（千円） 

２００，０００ １９０，５００   ３，８００ 

交 
 
 
 
 

換 
 

宅 
 

地 

件 数      

価 額 
（千円） 

     

建 
 

物 

件 数      

価 額 
（千円） 

     

宅
地
及
び
建
物 

件 数      

価 額 
（千円） 

     

合 
 

計 

件 数 ０ ０ ０ ０ ０ 

価 額 
（千円） 

     

      備 考 
       １ 新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。 
       ２ 「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。 
       ３ 「期間」の欄には、事業年度を記入すること。 
        ４ 「売買・交換」の欄には上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。 

実績がなければ、合計欄に「０」と記入 
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「実績がない理由書」記入例 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 書 

 

 

 

宅地建物取引業の営業実績に関し、令和○年○○月○○日から令和△年△△月△△日 

までの間、営業努力にもかかわらず宅地建物取引の成果がありませんでした。 

 

 

 

       令和△年××月××日 

 

 

 

 

                                                  商号又は名称 株式会社大手町不動産 

 

                             代 表 者 氏 名  代表取締役   大分 太郎                

    

 

大 分 県 知 事  殿 

 

「宅地建物取引業経歴書」２事業実

績、イとロの両方に記入する実績が

ない年度がある場合に添付する 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１２  決 算 書 の 写 し【法人申請のみ】 

 
◆ 法人で免許を申請する場合に最新の納税証明書と同じ期間の決算書を添付する。 
 ※商号・決算期間が確認できる決算書の「表紙」を添付する。 
 
 ○ 新規免許申請の場合 
 
   存続法人 － 申請直前１か年分の商号・決算期間が確認できる決算書の「表紙」、「貸借対   
          照表」及び「損益計算書」を添付する。 
          ※必要に応じ、別途内訳を求めることがあります。 
                    
   新設法人 － 会社設立の年月日を記入した「設立時貸借対照表」を以下を参考に作成し、    
          添付する。 
 
 ○ 法人設立時の貸借対照表の作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 株式会社○○ 

設 立 時 貸 借 対 照 表 
 

                                                        
                                                          令和○年○月×日 現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資  産 負債・資本  

 

 

 

 

 

 

 

 

科 目 

 

金 額 

 

科 目 

 

金  額 

 

現金 
 

 

 

15,000,000 円 
 

 

 

資本金 
 

 

 

15,000,000 円 
 

 

合 計 15,000,000 円 合 計 15,000,000 円 

 

 

 

○ 更新免許申請の場合 
 
 申請直前１か年分（納税証明書と同じ期間）の「表紙」、「貸借対照表」及び「損益計算書」を添付する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

会社設立の年月日 

余白に商号を記入 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１３ 資 産 に 関 す る 調 書『添付書類(５)』 

◆ 個人で免許を申請する場合のみ添付する。 
 ○ 資産とは、宅地建物取引業に関する資産に限らず、他の事業の用に供している資産及び私生活用の資産も

含む。 
 ○ 「年月日」は、免許申請日（更新を含む）の時点で記入する。 
 ○ 「資産」の「土地」「建物」「備品」及び「権利」の欄は、時価で記入する。 

 
    「資産に関する調書」記入例 
 
 
 
         ○○不動産 
 

添 付 資 料（５） 
 

資産に関する調書 
 
                                   令和○年○月×日 現在 

資   産 価   格 摘   要 
資 産 

現金預金 
有価証券 
未収入金 
土  地 
建  物 
備  品 
権  利 
そ の 他 

計 

 
５,８００,０００円 

 
 

３２,０００,０００円 
７０,０００,０００円 

 
７０,０００円 

 
１０７,８７０,０００円 

 
 
 
 
１００坪（別府市） 
５６㎡（大分市大手町） 
 
電話加入権 
 

負 債 
借 入 金 
未 払 金 
預 り 金 
前 受 金 
そ の 他 

計 

 
２２,０００,０００円 

 
 
 
 

２２,０００,０００円 

 
銀行借入れ 
 
 
 
 

 

余白に屋号を記入 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１４ 納 税 証 明 書 

◆ 宅地建物取引業経歴書の期間で、直近１か年分の決算書と対応する期間のものを添付する。 
  必ず申告済のものであること。 
 
○ 法人の場合 
  税務署（県税事務所又は市町村長ではない）が発行する直前１か年分の法人税の納税証明書（様式その１、

納税額等証明用）を添付する。（発行日から３か月以内のもの） 
 
 ※ 新規免許申請で新設法人の場合は、納税証明書無添付理由書を添付する。 
  
○ 個人の場合 
   個人業者  － 税務署が発行する直前１か年分の所得税の納税証明書（様式その１、納税      
            額等証明用）を添付する。（発行日から３か月以内のもの） 
 
   給与所得者 － 直前１か年分の源泉徴収票又は市町村が発行する直前１か年分の課税証明      
           書を添付する。 
 （新規免許申請のみ） 

 
    「納税証明書無添付理由書」記入例 
 
 
 

納税証明書無添付理由書  
 
 
 
   大分県知事 殿  
 
 
 

当社は､令和○年○○月○○日に会社を設立したばかりで､第一回の決算期 
 
が、到来しておりません｡ (決算期△△月△△日)  

 
   したがって､納税証明書の添付ができないことを申し上げます｡  
 
 
 
 
   令和○年××月××日  
               

   株式会社○○ 

    代表取締役 ○○ ○○ 
 
 

余白に商号及び代表者名

を記入 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１５ 誓  約  書『添 付 書 類(２)』 

◆ 法第５条第１項各号に該当しないことを誓約する書面。法人にあっては代表者が、個人にあっては申請者
本人が代表して誓約したものとする。 

◆ 「商号又は名称」、「氏名」及び「代表者印」は、免許申請書（第一面）の「申請者」の欄に記入したも
のと同一のものを記入する。 

◆ 「法定代理人氏名」は、申請者が未成年である場合に法定代理人が記名する。 
◆ 誤って宅地建物取引士登録用添付書類様式の「誓約書」を使用しないこと。 

 

 

「誓約書『添 付 書 類(２)』」記入例 

添付書類（２） 

誓 約 書 

 

 

申請者、申請者の役員、令第２条の２に規定する使用人、 

法定代理人及び法定代理人の役員は、法第５条第１項各号に 

該当しない者であることを誓約します。 

 

令和○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

 

 

商号又は名称  株式会社大手町不動産 

氏    名  代表取締役 大分 太郎 

        法定 代理 人 

     商号又は名称       

        氏    名 

 

 

大分県知事 殿 〔〕内は申請者が未成年である場

合に法定代理人が記名する。 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１６ 事務所を使用する権原に関する書面『添付書類(７)』 

 
◆ この書面には、建物登記簿謄本・事務所の賃貸借契約書等の内容を記入する。 
 ※原則、建物登記簿謄本・賃貸借契約書等の添付は必要ありません。 
  ただし、①個人事業者が自宅以外の場所で事務所を設置している場合、②法人の従たる事務 
所を設置する場合は、建物登記簿謄本・賃貸借契約書等の写しを添付すること。 

   
  また、必要に応じ、賃貸借契約書等の写しを提出してもらうことがあります。 
 
◆ 「所在地」の欄は、申請書の第一面で記載した所在地（履歴事項全部証明書に記載された所

在地と同一であること）を記入する。 
 
◆ 「所有者」の欄は、事務所の所有者を記入する。所有者が法人の場合は、会社名、代表取締

役の氏名も必ず記入する。 
 
◆ 「事務所の所有者が申請者と異なる場合」の欄は、事務所の所有者が申請者と異なる場合に

のみ次のように記入する。     
 

 ○「契約相手」 

 

 ○「契 約 日」 

  

 ○「契約期間」 

 

 ○「契約形態」 

 

 ○「用  途」 

    

契約をしている相手方（貸主）を記入する。所有者と同じ場合は「同左」と

記入する。 

契約日を記入する。自動更新の場合は、契約書上の契約日（最初の契約日）

を記入する。 

現在が含まれる契約期間を記入する。契約上の契約期間が満了しており自動
更新となっている場合には、「自動更新」と記入する。 

 

「賃貸借」又は「使用貸借」の別を記入する。 

転貸借の場合は（転貸借）と記入し、所有者の承諾状況を記入。 
 

「事務所」などと記入する。 

 

◆ 事務所の数が多く１枚で書ききれない場合は、用紙をコピーし追加記入する。（当該面の次 
に添付する。） 

 

※事務所が転貸借物件の場合は、所有者の承諾が必要となります。 
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        「事務所を使用する権原に関する書面」の記入例 
 
                                               （Ａ４） 

添 付 書 類 （７） 
事務所を使用する権原に関する書面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事      項 所有者 
事務所の所有者が申請者と異なる場合 

契約相手 契約日 契約期間 契約形態 用  途 

（事務所名） 
本 店 
（所在地） 
大分県大分市大手町３丁目
１番１号 

 

○× 
株式会社 
 
代表取締役 
佐伯 勤 

 

□□ 
株式会社 
 
代表取締役 
住宅 茂 

 

令和○年 
○月×日 

 

 

 

令和○年 
○月×日 
     より 
令和△年 
△月×日 
（自動更新） 

賃貸借 
（転貸借） 
 
「 転 貸 借 に
つ い て 所 有
者承諾済」 

 
 

事務所 

 

 

（事務所名） 
別府支店          
（所在地）   
別府市大字鶴見下田井１４
番１ 

 
 
別府 五郎 

 

 

 
 

同左 

 

 

令和□年 
□月□日 

 

 

 

令和□年 
□月□日 
     より 
令 和 ○ 年
○月○日 
（自動更新） 

 
 

賃貸借 

 

 

 
 

事務所 

 

 

（事務所名） 
             
（所在地）   

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務所名） 
 
（所在地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       

 

 

 

（事務所名） 
 
（所在地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。 
      令和○○年 △月○○日                                                 
           
                     商号又は名称 株式会社 大手町不動産 
                     氏    名  代表取締役 大分 太郎    

 
 
 
 
 

転貸借の場合は（転貸借）

と記入し、所有者の承諾

状況を記入 

自動更新の場合も現在の

契約期間を記入 

所有者と同じ場合は「同

左」、転貸借の場合は、原

賃借人を記入 

法人の場合は代表者

の氏名も記入 
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順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１７ 事 務 所 付 近 の 地 図 （案 内 図） 

 
◆ 途中の目印、目標となる建物、事務所の位置、方位等を記入する。 
 
◆ 地図上の事務所に、商号又は名称及び事務所名（本店又は支店名）を記入する。 
 
◆ 事務所が複数ある場合は、事務所ごとに作成する。 
 
◆ 住宅地図等の写し可 

 

 

                                                           

 
                                                                                                  
 

40



順 序 書  類  の  名  称  と  記  入  要  領  等  の  説  明 

 

１８ 事 務 所 の 写 真 

 
◆ 事務所の所在、状況、独立した形態を備えているか分かる写真を添付すること。（枚数の上限はないの

で、多めに添付してください） 
 
◆ 免許申請受付日現在で、３か月以内に撮影した、申請内容と一致している鮮明な写真をはがれないよう

にのり付する。 
 
◆ 戸建住宅の一部を事務所とする場合及び事務所内で他の法人と同居している場合等は、下記の写真のほ

かに間仕切り部分等の写真を追加する。  
 
◆ 戸建住宅の一部を事務所とする場合及び事務所内で他の法人と同居している場合等は、事務所部分を色

塗り等をした平面図（間取図）も添付する。   ５ページ～６ページ参照 
 
◆ A4 写真用紙に、複数の写真をプリントしても結構です。なお、免許期間の保存に耐えられるインク、用紙を 

使用してください。 
 
◆ その他、必要に応じ写真や平面図を追加提出してもらうことがあります。 
 

 
  「写真台紙（１）～（４）」の例  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）建物の全景 

←テナント表示部分 
（無ければ「集合ポスト」） 
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     「写真台紙（１）～（４）」の例（つづき） 
 
    （２）事務所の入口 
 
     ★ 入口全体を撮影したときに、商号 
     等が判読できない場合は、入口全体 
     の写真のほかに、別途商号等のみの 
     写真を貼ること。          
 
 
 
 
 
    ■商号等の表示について 
     ・商号は履歴事項全部証明書のとおりに 

表示すること。 
     ・名称は大分県に届出しているとおりに 

表示すること。 
     ・従たる事務所は支店名、営業所名も 
      表示すること。 
 

※  一つの事務所を他の法人等と使用している場合は、共通の入口と事務所の入口の両方の 
写真が必要です。 

 
 
 
      （３）事務所の内部 
 
      ★ 電話機（携帯電話は不可）を含め事務スペースが確認できるもの。 
      ★ 接客をする対応場所、机・いす等が確認できるもの。 
   
       （４）業者票・報酬額表 
       ※ 新規免許申請の場合は不要 ただし、大臣→知事への免許換え、個人⇔法人への免許 

申請を行う場合は、旧の「業者票」・「報酬額表」をそのまま掲示すること。 
 
        ★ 業者票・報酬額表ともに、来客にわかりやすい場所に掲示すること。 
        ★ 業者票・報酬額表ともに、引きの写真（業者票等の掲示位置がわかるもの）と拡大 

写真を添付すること。 
         ★ 報酬額表は、改正等があれば、最新の告示内容とすること。 
 
 
                                

 
                         

 宅 地 建 物 取 引 業 者 票 

免 許 証 番 号 
国土交通大臣（３）９９９９号 
 大分県知事 

免 許 有 効 期 間 令和○年 ○月 ×日 
令和○年 ○月 ×日 

商 号 又 は 名 称 株式会社 大手町不動産 

代 表 者 氏 名 大分 太郎 
この事務所の 
代表者氏名 大分 太郎 

この事務所に置か

れている専任宅地

建物取引士の数 

 ２人 
（宅地建物取引業に従事する者の数６人） 

主たる事務所の 
所  在  地 

      電話番号（536）－1111 
大分県大分市大手町３丁目１番１号 

「新規」の場合も必要であるが、 
商号写真は張り紙程度で可 

国土交通省の定める様式が変更となってい

る場合があります。 

最新様式であることを確認してください。 

電話回線工事完了後、通話可能な状態で、

撮影してください。 
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